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　計 277 50 14.45%






















































3 　 　 東北地方研究の重視
東北地方ノ研究ニ努力スルコトソレニハ人文科学方面ヲモ重視スヘキデアル。
4 　 　 医師養成教育と医学者養成教育の区別 ( 医学部 )
医学部ニ於テハ将来臨床家トナルモノト学究ニナルモノト学生ヲ分ツコト。
5 　 　 工学部の修業期間を四年制にする
工学部四年制ヲ実施しシ技術教育ヲ徹底ノコト。
6 　 　 図書館における雑誌新聞の購入
図書館ハ兎角単行本ノ購入ノミヲ力ヲ注ギ雑誌新聞ハ疎略ニ取扱ハレテ居ル故後者ノ購
入ニモ努力スルコト。




8 　 　 他大学講義の自由聴講／セメスター制の導入
学生ニ他ノ大学ノ講義モ自由ニキケル様ニスルコト此ノ為ニハ学期ヲ年二期ニ分ケ一期
デ講義ヲキケルコト。













3 　 　 大部門制の採用
各科或ハ科内ノ大部門制ヲ採用シ講座制ニ起因スル割拠主義ヲ打破スルト共ニ講座ニ掣
肘サレナク研究ノ実施ヲ容易ニスル。




5 　 　 講座教官配置の弾力的運用
各講座ノ編成ニ一律的処置ヲ求ムルハ却テ不合理ナリ。学科ソノモノニ格別重要性ナク
学生数モ極メテ小数ナル講座ニ教官数餘リニ大ニ失スルハ不公平且ツ不当ナリ。
6 　 　 新制・旧制講座における経費格差の撤廃
新制と旧制トノ講座ノ経費ハ明ニ懸隔ガ甚シカツタコノ革新ノ好機ニハ全部新制並ニ改
メ校費予算ハ全部別項目ニ之ヲ設ケル。
7 　 　 不要講戦時中新設された不要講座の閉鎖
戦時中新設サレタ講座等ノ中不要ト目サル丶ハ早ク閉鎖スルコト。







1 　 　 大学教育方針に対する文部省の不干渉
文部大臣ハ単ニ教育行政ノミヲ監督シ大学ノ教育方針ニハ干渉セヌコト。













2 　 　 東北地方研究所の設置
東北地方研究所ヲ設ケテハ如何
3 　 　 農学部新設
農学部ノ新設
4 　 　 戦時施設の整理・転換
戦時中新設ノ諸施設ヲ整理シ新ナ施設ニ代ヘルコト
5 　 　 川内地区の大学への委譲
師団司令部跡ノ青葉城ヲ譲受ケ学園トスルコト
6 　 　 大学出版部の設置
大学出版所ヲ創設スルコト。
7 　 　 大学博物館の設置
大学博物館ヲ設置スルコト。
8 　 　 戦災教室の早期復興／非戦災教室からの物品供出
戦災教室ノ復興ヲ至急ニ計ルベキデアル。其ノ為メニハ非戦災教室ヨリ物品ノ供出ヲ行
フノガ至当デアル。








2 　 　 総長・学部長任期の延長
今日当大学ニ於ケル総長二年、学部長一年ナルモ之ハ短キ様ナリ．総長四年、学部長二
年ヲ可トス




4 　 　 全職員及び学生による大学運営機関の設置
評議会事務局ニヨル大学ノ運営ヲ廃シ官職ニヨルラナイ、職員全般及学生代表ニヨル大
学運営機関ヲ設ケルコト
5 　 　 学部長、学部教授会の権限強化
学部長、学部教授会ハ総長、評議会ノ中間的役割ヲナスノミデナク実行ノ権ヲ賦与シ決
定事項ハ直チニ実行出来ル様ニシ実行スル責任ヲ負ハシムルコト．
6 　 　 教授会における助教授・助手の発言権
教授会ニ助教授、助手ノ発言シウル制度ヲ作ルコト．
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7 　 　 助教授会の設置
教授会ト並行シテ之ト全ク独立ニ助教授会ヲ設ケ、学部内助教授ノ自由活発ナル議論ヲ
行ハシメ、而シテ両者ノ代表ノ連合会ヲ定期的ニ行フコト。
8 　 　 教授・助教授区分の撤廃
教授、助教授ノ区別ヲ全面的ニ廃スル様上局ト交渉実現ノコト。








1 　 　 総長・部局長の一斉辞職
総長学部長及評議員各部局長学友会各部長ハ辞職スルコト．








4 　 　 学問的活動停止教授の退任要求方法の検討
学問的活動ノ停止セル教授ノ退任ヲ要求シウル方法ヲ作ルコト。




6 　 　 研究発表なき教授の処遇
教授ニシテ五年又ハ十年モ研究発表ナキモノハ学力ノ点ニ於テ危懼ナシトシナイ。尤モ
事務的ノ外ニ多忙ナル者ハ多少ノ考慮ノ余地アリ。
7 　 　 教授地位の不安定化につながる内規制定への危惧
教授ノ銓衡ニハ萬全ヲ期スルハ勿論ナルモ徒ニ教授ノ地位ヲ不安定ナラシムルガ如キ内
規ヲ設クルハ、一流ノ人物ヲ喪失スルノ可能性ヲ大ナラシム。
8 　 　 助教授の独立性の確保
理科系学部ニ見ラレル教授ト助教授トノ封建的ナ従属関係ヲ完全ニ打破シ一部教授ノ独
裁主義ヲ排シ助教授ノ人格及研究上ノ独立性ヲ認メルヤウニスルコト。
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5 　 　 教官候補者による講演の実施
教授助教授助手ノ三分ノ二以上出席ノ下ニ従来ノ自己ノ研究結果及将来ノ抱負等ニ就キ
講演シ之ニ対シ参会者ハ就任ノ諾否ヲ投票シ多数決ニヨル。
6 　 　 海外を含めた教授銓衡
教授ハ国内ノミナラズ廣ク海外ニモ求メルコト。
7 　 　 学位の必須要件化
私情ノ介入ヲ妨グタメ学位ヲ獲得セルコトヲ要件トスベキナリ。
8 　 　 所属教室教授会に一任
教授銓衡方法ハソノ所属教室教授会ニ一任スルヲ可トス。
9 　 　 大教室制の採用／銓衡委員会の常置化　ほか
教授推薦ノ適正ヲ期スルタメニ、先ヅ教授制度ヲ改メ成ルヘク大教室制トスルコト然ラ
ザレバ学部内ニ銓衡委員会ヲ常置シ且ツ必要ニ応ジ臨時委員ヲ関係教室又ハ近接教室ノ
教授中ヨリ任命スルコト。尚被推薦者ノ資格ヲ定ムルコト ( 甲 ) 学識（学位ノ有無）( 乙 )
人格 ( 丙 ) 教育指導能力 ( 丁 ) 年齢等。
⑨定年制ニ
就テ
1 　 　 教授の55歳以降の勤務を教官の投票により決定
教授ハ五十五歳ヲ以テ一度辞表ヲ出スコト教授助教授ノ投票ニヨリ其ノ後ノ勤務ヲ決定
スルコト。
2 　 　 研究しない教授の定年まで在職することへの疑問
教授ガ何事ヲ研究セズトモ定年迄ハ安閑トシテソノ職ニアリ得ルハ誠ニ不可解デアル。
3 　 　 60歳停年制の即時実施
大学ノ停年制ハ他ノ大学ヨリ一、二年ヲソシ、退職金問題、既ニ解決セル以上コレヲ満
六十才トシ直ニ実行スルコト。
4 　 　 有能且つ健康な教授は70歳まで在職可
在来通リ学内教授ノ自粛ノタメ自発的ノ申合セノ立前ヲトリ左ノ通リ簡潔ナモノトスル
( イ ) 大学ノ指導精神ニ問ヒ得ル能力ト健康トヲ保持スル教授ハ満七十才迄ハソノ職ニ
止ルコトガ出来ル。( ロ ) 教授助教授ハ絶エズ自粛シテ ( イ ) ニ付キ反省シ其ノ能力ト健
康トヲ保持スルニ至ラナイ時ハ即時辞表ヲ提出スルモノトス。( ハ ) 辞表ノ受理ノ可否ハ
教授会及評議員会デ之ヲ決スル。( ニ ) 病的状態ヤ自惚ノタメ右ノ反省ヲ行ハナイ教授ガ
アル時ハ教授会ガ其ノ反省ヲ促ス。
⑩大学事務 1 　 　 研究室のための事務
研究室アツテノ事務室（大学本部ヲ含ム）ナルコトヲ銘記スベキデアル。
2 　 　 大学の非能率性への懸念
官僚的、非能率的ナルコトハ大学ガ最タルモノノ様ニ思フ。
3 　 　 事務の簡素化
事務ノ簡素促進方ヲ要望ス






1 　 　 職員組合の結成
職員ノ経済衛生、文化、趣味ニ至ルマデ組合ヲ作ルコト。
2 　 　 学生生活の改善
学生ノ生活ニ就テ徹底的ニ改善ヲ加エルコト軍学校ノ学生程度ノ好遇ヲ與ヘルコト。
3 　 　 学生寮の増設
学生ノ住居及食事ニ困難ヲ感ジテヰルモノ多数アリ。至急農場付ノ寮ヲ大学トシテ設ケ
ル必要ガアル、小規模ナモノヲ多数造ル丶ガ望マシイ。
4 　 　 消費組合の結成
学友会ヲ中心トシテ学生職員ノ福利増進ト家庭ノ安定食堂学生ノ寮等ノタメニ消費組合
ヲ作ルコト。






1 　 　 公開講座の常設
公開講座ノ常的開設ヲナシ以テ一般人ノ教養向上ニ貢献スルコト。
2 　 　 勤労青年向けの夜間授業開催
敗戦ニヨル国民生活ノ低下ハ大学ニ於テ悠々研究シウル境遇ヲ大多数ノ青年ヨリ奪ヒ去
リタリ。夜間授業ニヨリ生業ノ閑暇ニ学ビウベキ機会ヲ與フルコト。
3 　 　 国民講義の実施
国民講義ヲ行フコト。






























































































































































徒勤労動員と大学教育の関係、（ 2 ）戦時下の学術研究のありかた、（ 3 ）その他大学制度につ
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たが、「大学ノ革新振興ニ関スル具体的方策」は、この教授銓衡の問題を含む、熊谷総長が「大
学振興委員会」を核に検討・推進を構想しながらも着手できなかった種々の課題を総括し、今
後も継続検討課題として引き継がれることを意図して作成されたものと思われる。
熊谷退任後の、昭和二十一年二月十九日12の評議会では「教授銓衡その他に関する件」とい
う議題が立てられているが、そこでは佐武安太郎新総長より、二月五日に文部省でおこなわれ
た帝国大学総長会議における安倍能成文部大臣の話として「文相は免黜のことも考へねばなら
ないが教授銓衡には非常に力を入れて貰ひたい特に骨を折ってくれとのことであった、教授の
銓衡に助教授を加へない、又弱体教授をどうするかの問題があるが今混雑してゐル際故後日の
問題として今日は銓衡の方に特に力を入れて欲しい、阪大理科での現任教授の信任投票に対し
ては或大学にては評判悪しき由とのことであった」との報告が為され、評議員の一人から出さ
れた「前ノ評議会デ議題ニナッタ教授銓衡案ハドウシタノカ」という質問に対しては総長から
「皆様ト一緒ニ更ニ研究ノ上何レトモ定メタイ」、と、事実上先送りする旨回答があった。「大学
振興委員会」のほうは、前述したように昭和二十三年二月の時点で一応存続しており、形式上
は熊谷の退任後も存置されたようであるが、実際に機能していたことを示す資料は無い13。
以後の東北大学の戦後改革は、国政レベルで急速に進められた戦後大学改革への対応い追わ
れる形で進められていくことになる。その過程、さらにはその後の大学「改革」の流れのなかで、
本稿で述べた学内の「改革」への意見はどのように関わるのか。これらについては今後の課題
としたい。
――
注
1 　『東北大学百年史』通史編第一巻　第四編第一章
2 　海後宗臣・寺崎昌男『戦後日本の教育改革第９巻　大学教育』（1969年東京大学出版会）
3 　鳥井朋子『戦後初期における大学改革構想の研究』（2００8年多賀出版）
4 　岡田大士「東京工業大学における第二次大戦直後の大学改革－『東京工業大学刷新要項』成立過程とその
評価」『科学史研究』4０，2００1年　など
5 　中村吉治文書Ⅰ -4-4、鈴木廉三九文書3/59-1（仮番号）。鈴木廉三九文書は2０12年12月現在目録未公開であ
るが、すでに『東北大学百年史』で存在を公表している。鈴木文書においては各教授・助教授宛の送付状
と本文があるが、中村文書には本文のみがおさめられているので、以下の記述でも送付状に関する部分は
鈴木文書によっている。一方本文については中村文書所収の資料の方が印刷が鮮明であるため、こちらは
中村文書によっている。
6 　昭和十五年九月十四日評議会議事録（東北大学史料館蔵）。『東北大学五十年史』はこの委員会を、「国民
精神総動員東北帝国大学実行委員会」（昭和14年11月21日評議会で決定）	の有名無実化に伴い設置された
ものと位置づけている。
7 　昭和十九年十一月二十八日評議会議事録
8 　京都帝大の委員会として該当すると思われるのは、昭和十五年一月二十五日評議会で評議会の下に設置さ
れた「大学制度調査会」設置である。しかしこの委員会は同年七月までしか活動していないらしい（『京
都大学百年史』総説編）。
9 　昭和二十年三月十三日評議会議事録（東北大学史料館蔵）
10　昭和二十三年二月三日評議会議事録（東北大学史料館蔵）
11　昭和二十年十二月十八日評議会議事録（東北大学史料館蔵）
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12　昭和二十一年二月十九日評議会議事録（東北大学史料館蔵）
13　同時期、東京帝国大学では昭和二十一年一月一五日評議会で「大学ノ教育及研究ノ振興ニ関スル件」とし
て新総長南原繁が「大学ノ教育振興」に関する意見を各委員に求め、以後継続して評議会で議題に挙げら
れ数々の提案が行われている（『東京大学百年史』通史二　第六編第四章）
〔付記〕本稿は、日本学術振興会科学研究費補助金による基盤研究（C）「戦時下の帝国大学における研究体制
の形成過程とその実態に関する研究」（課題番号22530809　研究代表者　吉葉恭行）による成果の一部である。
